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1. まえがき 

 
 国際海運からの温室効果ガス（GHG: Greenhouse Gas）排出削減のため，国際海事機関（IMO: International 

Maritime Organization）において，国際ルール策定の検討が行われ，2013 年 1 月 1 日より，新造船に対するエネル

ギー効率設計指標（EEDI: Energy Efficiency Design Index）による規定値以上の EEDI 値の達成及び現存船を含む外

航船舶に対する船舶エネルギー効率管理計画書（SEEMP: Ship Energy Efficiency Management Plan）の保持を義務

とするMARPOL 条約（1978年の議定書によって修正された 1973年の船舶による汚染の防止のための国際条約）

附属書 VI の改正が発効した．これにより外航船舶からの GHG 排出削減を進める国際ルールの第一段階が開始さ

れた． 
 この国際動向に合わせ当所では 2011 年より 5 年計画で，実海域における運航性能評価手法の確立を行うため，

重点研究にて実運航性能シミュレータの開発に関する研究を実施した． 
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 実運航性能シミュレータは新造船，現存船に対し，本船の遭遇する気象海象条件を考慮し，流体力学性能と機

関特性を組み合わせ，高精度に燃料消費量，船速低下量を推定するものである．流体力学性能としてはこれまで

開発してきた波浪中抵抗増加の高精度推定法を追波系に拡張し，遭遇海象中の評価を可能とする．機関特性とし

ては主機特性の他，主機ガバナー（調速機）による主機回転数一定制御，主機出力一定制御の他，省エネルギー

運航のため実施されているフューエルインデックス制御の実装を行った．これをパッケージ化し実燃料消費，速

力低下等の性能を算定できる実運航性能シミュレータ VESTA として一般向けに提供している．また，VESTA を

船舶の設計図面がない船社等でも利用可能とするため，入力支援プログラムとして船体形状・船体性能推定プロ

グラム UNITAS も一般向けに提供している．なお，VESTA/UNITAS についてはその内容を別途解説 1)しているた

め，追加機能について記載する． 
 また，アジア－欧州間の外航輸送での GHG・燃料消費量・輸送日数の大幅な削減が可能な北極海航路（NSR: 
Northen Sea Route）の利用検討を行うため，北極海で見られる砕け氷中での抵抗を推定する手法を開発し，これ

を基に北極海航路の航行性能推定法を開発した． 
 以下に本研究の内容について紹介する． 
 
 

2. 実運航評価システムの開発と高度化 

 

2.1 VESTA/UNITASの開発 

 VESTA では波，風による外力の算定が可能である．外力の計算方法等は別途解説 1)に記載しているので，ここ

ではその後，機能を追加した波浪定常横力・波浪定常回頭モーメントについて示す.  
 
(1) 波浪定常横力・波浪定常回頭モーメント 
 VESTA に波浪定常横力，波浪定常回頭モーメントの計算機能の追加を行う．VESTA では波浪定常横力（YW），

波浪定常回頭モーメント（NW）は，前進速度 0 の 3 次元パネル法 2), 3)により波漂流力をシリーズ計算し，これを

主要目でデータベース化した結果を用いて波漂流力を補間推定するものである 4)． 
 入力で必要となる要目は，船種（タンカー，コンテナ船，自動車運搬船，多目的貨物船，漁船），船長，幅，喫

水である． 
 バルクキャリア（垂線間長 178m，幅 32.26m，喫水 11.57m）に対する VESTA の計算結果を水槽試験結果とあ

わせて図 2-15)に示す． 
 ここで，波浪定常横力，波浪定常回頭モーメントの無次元係数は(2-1), (2-2)式とする． 
 

LBg
YC

Ma

W
YW /4 22ζρ

=      (2-1) 

Ma

W
NW LBg

NC 24 ζρ
=      (2-2) 

 
このとき，波浪定常回頭モーメントは重心周りで定義し，ρは流体密度，g は重力加速度，ζaは波振幅，BMは最

大船幅，L は船長であり，波向（a）は向波を 0deg.と定義する． 
 図 2-1 より，波浪定常横力，波浪定常回頭モーメントの速度影響は小さいことが分かる．また，水槽試験結果

のばらつきを考慮すると，全般的に計算が試験結果を十分推定していることが分かる． 
 なお，実運航シミュレーションに対する波浪定常横力，波浪定常回頭モーメントの考慮の有無の影響は，舵角，

斜航角の推定に現れ，船速低下，燃料消費量にはほとんど影響はない． 
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2.2波浪中水槽試験の不確かさ解析と評価 

 実海域性能評価の検証のため波浪中試験を実施するが，水槽試験の精度管理，改善点の把握のためには不確か

さ解析が必要である． 
 そこで当所で保有する実海域再現水槽，三鷹第二船舶試験水槽（400m 水槽），三鷹第三船舶試験水槽（中水槽）

で同一模型（表 2-1 に示す模型船長約 4.5m の自動車運搬船）を使用して，平水中抵抗及び波浪中抵抗の繰り返し

試験を実施し，不確かさ解析を実施する 6), 7), 8)．繰り返し試験の実施状況を表 2-2 に示す．また，評価に使用する

平水中抵抗係数（Ct）を(2-3)式に，波浪中抵抗増加係数（KAW）を(2-4)式に示す． 
 

25.0 SV
RC t

t ρ
=       (2-3) 

LBg
RRK

Ma
AW /4 22

0

ζρ
−

=      (2-4) 

 
ここで，Rtは平水中抵抗，ρは水槽水の密度，S は浸水表面積，V は対水船速，R は波浪中抵抗，R0は水温修正後

の平水中抵抗，g は重力加速度，ζaは波振幅，BMは最大船幅，L は船長である． 
 

表 2-1 対象船主要目（自動車運搬船） 

Item Full-scale Model 
Length between perpendiculars (LPP) [m] 190.00 4.675 
Maximum bredth (BM) [m] 32.26 0.794 
draught at midship (dm) [m] 9.00 0.221 

 
表 2-2 繰り返し試験の実施状況 

 400m Towing Tank 150m Towing Tank Actual Sea Model Basin 
Length ×Breadth×Depth 400[m]×18[m]×8.0[m] 150[m]×7.5[m]×3.5[m] 80[m]×40[m]×4.5[m] 
Capacity of Load Cell 50[N] 50[N] 100[N] 
Water Temperature 16.60[deg.C.] 14.50[deg.C.] 13.15[deg.C.] 
Number of Tests 15 15 10 
Synchronous Measurement System Used Not Used Used 

 
 事象 r に対する不確かさ（Ur）は，ステューデント値を t として，絶対正確度（Br），絶対精密度（Sr）により

表される．平水中抵抗係数（事象 CT）については，水槽水の密度，浸水表面積，対水船速，計測した抵抗値を

考慮し，波浪中抵抗増加係数（事象 KAW）については，水槽水の密度，垂線間長, 船幅，波浪中抵抗，水温修正

後の平水中抵抗，出会い波高を考慮する．なお，波浪中抵抗増加については船速を系統的に変化させた試験を実

施していないため，対水船速の誤差影響については考慮していない．また，水槽毎に造波波高が異なるため，波

浪中抵抗増加は波高の 2 乗に比例するとして換算する． 
 平水中抵抗に対する不確かさ解析の結果を図 2-2 に，波浪中抵抗増加の不確かさ解析の結果を図 2-3 に示す．

Fr はフルード数，λは波長である． 

 平水中抵抗の不確かさについては，400m 水槽，中水槽，実海域再現水槽の順に不確かさが大きくなっている．

これは実海域再現水槽では同期システムを使用しているが, 容量の大きい検力計を用いたこと, また水槽長が短

く残留流れが停滞しやすいことから, 計測間のばらつきが大きくなっていることが分かる． 
 波浪中抵抗増加の不確かさについては，400m 水槽，実海域再現水槽，中水槽の順に不確かさが大きくなって

いる．その理由として，出会い波高の精密度は実海域再現水槽が最も小さく, 400m 水槽, 150m 水槽の順に大きく

なっている. これは，実海域再現水槽は全周造波機を備えているため消波能力が高く, 加えて同期システムを使用
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しているため精密度が小さくなっているためである． ただし, 計測回数が少ないため不確かさは高めに評価され

ている. また, 波浪中抵抗増加の不確かさが出会い波高の精密度に応じて大きくなっていることから, 波浪中抵

抗増加の計測には出会い波高の計測精度が大きく影響すると考えられる. 従って, 精度良い波浪中抵抗増加の計

測を行うには造波機の精度向上や, 波高計の精度向上が重要である．さらに, 水槽内に残る反射波影響を緩和させ

るために試験間隔を調整することも重要となる. 
 

 
 

図 2-2 中型模型による平水中抵抗の不確かさ解析（Fr = 0.238） 

 
 

図 2-3 中型模型による波浪中抵抗増加の不確かさ解析（Fr = 0.238,λ/L= 0.4, 2ζa = 0.0738m） 

 
 

3. 追波評価技術・波浪中自航要素評価技術の開発 

 
3.1 追波評価技術の開発 

 波浪中抵抗増加の推定法として，短波長域での推定精度が重要となる．このため，短波長域の速度変更試験に

より得られるパラメータを取り入れる方法を開発し 9)，試験値によく一致することを確認している．この計算法

は，向波・斜向波中の抵抗増加を対象とした計算法であったが，斜追波・追波中の水槽試験データから，本手法

を斜追波中・追波中に拡張し，実船計測データにより計算法の検証を行う 10)． 
 

3.1.1 波浪中抵抗増加計算法 

 丸尾の理論 11)により計算される規則波中抵抗増加 RAWは，短波長域で試験結果と一致が悪いため，短波長域で

支配的なディフラクション成分に修正を行う修正項 RAWRを付加して計算し，推定精度を向上させる．この RAWR

は，ブラントネス係数（Bf），新たに出会い周波数で表現し水槽試験で精度を確認した 12)喫水・周波数影響項（ad），

速度影響項（aU）から構成される．ここで，ρは流体密度，g は重力加速度，ζaは入射波振幅，BMは最大幅，dd

は最深喫水，dl は水線面に沿った線素，Fr はフルード数，I1は 1 次の第 1 種変形ベッセル関数，K1は 1 次の第 2
種変形ベッセル関数，βwは水線面に沿った線素の傾斜，aは入射波と船首方向とのなす角（向波を 0deg.とする），

ωは入射波の角周波数であり，積分範囲（I 及び II）を図 3-1 に示す． 
 

 (288)

22

100% 
■Speed through Water ■Resistance 

400m 150m Towing Actual Sea 

Towing Tank Tank Model Basin 80% 

C T 3 912E-03 3 932E-03 3 945E-03 
60% 

u CT 4 105E-05 8.173E-05 1 119E-04 

UCT/CT 1.1% 21% 28% 
40% 

BCT'／UCT' 76% 19% 18% 20% 

(t •SCTf / UCT2 924% 981% 98.2% 0% 
400m Towing 150m Towing Actual Sea 

Tank Tank Model Basin 

100% 
■Resistance in waves ■Wave Height 

400m 150m Towing Actual Sea 

Towing Tank Tank Model Basin 80% 

K AW 0 686 0 648 0.633 60% 

u KAW 3 420E-02 4 424E-02 3 992E-02 

UKAw/KAw 50% 6.8% 63% 
40% 

BKAW2/UKAW2 03% 0.2% 04% 20% 

(t •SKAw)'/u KAw' 997% 998% 99 6% 0% 
400m Towing 150m Towing Actual Sea 

Tank Tank Model Basin 



 

 ( )UdfMaAWR BBgR aaζρ += 1
2
1 2      (3-1) 

 ( ) ( )












−++= ∫∫
II

ww
I

ww
M

f dldl
B

B ββaββa sinsinsinsin1 22    (3-2) 

 
)()(

)(
2

1
2

1
2

2
1

2

dede

de
d

dKKdKI
dKI

+
=
π

π
a      (3-3) 

 FrCUU )(aa =        (3-4) 

 2)cos1( aΩ+= KKe       (3-5) 

 
g
Vω

=Ω         (3-6) 

 

 
図 3-1 RAWRに対する座標系 

 
 速度影響係数 CU (a)は，速度影響aUを Fr の 1 次式で表した時の係数である．速度影響係数 CU (a)とブラントネ

ス係数 Bf (a)の関係については，通常船首の短波長での多数の水槽試験結果から，図 3-2 の通り経験式が得られる
10)．追波及び斜追波中の試験結果から，速度影響係数を抽出しプロットした結果を，図中に"quartering waves"とし

て示している．ここから，ブラントネス係数と速度影響係数の関係が，追波及び斜追波中についても，向波"head 
waves"，斜向波中"bow waves"と同じ関係で表されることが分かる．なお，喫水・周波数影響項（ad）についても

追波及び斜追波中水槽試験で精度を確認している 13)． 

 

 
図 3-2 RAWR の速度影響係数とブラントネス係数の関係（通常船首形状の水槽試験データ） 
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3.1.2 実船計測データによる検証 

 波浪中抵抗増加計算法の検証のため，主機出力を一定とした船速低下量を算定し，実船計測データとの比較を

行う 10)． 
 対象船は，軸馬力計や X バンドレーダーによる波浪計測システムを搭載した自動車運搬船（船長 192.0 m, 船幅

32.26 m, 喫水 9.0 m, 連続最大主機出力 13,260 kW）である．解析対象条件を，計画満載状態，主機出力を 75%MCR
とし，対象条件に近いデータ（排水量差 15%以内）を抽出する．なお，対水船速計の測定精度を考慮して，対水

速力と対地速力の差が 0.5 knot 以上あるものについては解析対象から除外する．対水船速について，(3-7)式によ

り解析対象条件との排水量（∇），主機出力（BHP）の差を補正する．ここで，f(∇ )は排水量の変化による船速へ

の影響を表し，下付き文字 M は計測データであることを示す． 
 

 ( )∇×







= f

BHP
MCRVV

M
M

3
1

75.0
     (3-7) 

 
 実船データと計算結果との比較を図3-3に示す．ここで，BFはビューフォート風力階級に対応することを示し，

SPICA は斜追波中・追波中抵抗増加を 0 として計算した結果，VESTA は 3.1.1 節に示した方法により波浪中抵抗

増加を計算した結果である．ここから，VESTA 計算法により斜追波・追波中でも実海域性能の推定が可能である

ことが分かる． 
 

     

(a) 向波 (b) 斜向波 (c) 横波 (d) 斜追波 (e) 追波 
図 3-3 船速低下の実船計測データと計算値との比較（自動車運搬船） 

 

3.2 波浪中自航要素評価法の開発 

船尾に取り付けられる省エネ付加物は，平水中において船体周りの流れを制御し，推進性能を向上させること

を想定して設計される．しかし，実際の船舶は波や風の存在する実海域中を航行するため，実海域中における効

果を把握することが重要である．実海域においては，波や風の外力によりプロペラ荷重度が変化する他，波浪中

で船体運動することにより船尾流場が変化する影響がある．これを評価するためにはまず波浪中自航要素を評価

する技術が必要となる． 
 自航要素のうち，有効伴流係数について，プロペラ荷重度による影響と船体運動による影響に分離し，荷重度

変更試験を実施した結果から，推定式を構築する． 
 足達 14)により開発された荷重度変更法では，理論的考察により，有効伴流係数(1-wM)を，プロペラ荷重度（CT）

の平方根型の関数で(3-8)式の通り表現する．ここで，ρは流体密度，Ua0はプロペラ推力が 0 の時の有効伴流係数，

C0は伴流に対するプロペラの干渉を表す係数である．プロペラ荷重度は(3-9)式で表される推力 T の無次元値であ

り，V は対水船速，APはプロペラ全円面積であり，プロペラ直径（DP）と (3-10)式の関係がある． 
 推力減少係数(1-t)は，(3-12)式に示す船体抵抗増加係数（CG）を用いてプロペラ荷重度（CT）の平方根型の関数

で(3-11)式の通り表現する．ここで，B0は船体とプロペラの干渉を表す係数である．G は船体の抵抗増加量であ

り，(1-t)との間に(3-13)式の関係がある．なお，プロペラ効率比（ηR）については平水中と波浪中とで同一とする． 
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 平水中の荷重度変更試験により，(3-8)式及び(3-11)式からフィッティングにより Ua0, B0, C0を求めることができ

る．波浪中については，B0, C0は平水中と同じ値を適用することができ，CTの平方根型の関数で変化することが

水槽試験結果からも示されている 15)．このため，波により船体運動する影響は Ua0の変化として扱えば良い．Ua0

について，波浪中の値の平水中（Ua0s）の値からの変化量を，入射波の波高（2ζa）と船尾喫水（da）の比で割り，

∆Ua0'として(3-14)式で表す． 
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 船体運動によりプロペラ推力が 0 の時の有効伴流係数（Ua0）が変化するため，この周波数応答を表現する必要

がある．これを波浪中で船尾流場が相対運動する影響と考え，プロペラ断面での船体底部の変動水圧振幅（Pa）

を用いて周波数応答を表す 16)．また，斜波に拡張するためプロペラ軸高さの波粒子速度振幅（va）を加え周波数

応答を(3-15)式の通り表す．波向（a）に関する係数 A(a), B(a)はそれぞれ Pa, vaに対する重み関数で船型による回

帰式で表現する．なお，波向は向波を 0deg.とする． 
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図 3-4 波浪中自航要素推定法と検証結果（左：コンテナ船、中央：大型タンカー、右：199GT内航貨物船） 
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ここで，ρは流体密度，g は重力加速度，CBは方形係数，Cwaは船体後半部の水線面積係数，Cpaは船体後半部の

柱形係数，CVPは竪柱形係数，Lpsは線首水切位置から A.P までの長さ，B は船幅，dm, df, daはそれぞれ中央部喫水，

船首喫水，船尾喫水，HSはベースラインからのプロペラ軸心高さである． 
 波浪中で波長船長比（λ/Lps）を変化させて荷重度変更試験を行い，Ua0の周波数応答を求め，これを(3-15)式と

比較する．コンテナ船（Lps=300.00m, B=40.00m, dm=14.00m），大型タンカー（Lps=324.00m, B=60.00m, dm=20.50m），

199GT 内航貨物船（Lps=51.30m, B=9.60m, dm=3.28m）について図 3-4 に示す．ここで，Exp. は水槽試験値，EST
は(3-15)式による推定である．いずれの場合も本モデルにより，∆Ua0の周波数応答が表現できることが分かる． 

 

 

4. 実海域性能最適化に関する研究 
 
4.1 マイクロバブルを用いた PIV計測システムの開発 

 実海域中の船舶の推進性能を正確に評価し，船型改良を行うためには，船尾流場の変化を把握する必要がある．

そのために，PIV （粒子画像流速測定法）による流場計測が盛んに行われており，国内外の水槽で導入が進んで

いる．一般的に，PIV で可視化計測を行う場合，流体中に目印となる固体粒子のトレーサが用いられるが，一度

散布したトレーサは回収が事実上不可能で，水槽保守や精度管理の観点から問題があるため，当所では水槽中に

残留することのないマイクロバブルをトレーサとして利用した PIV システムの開発を行い 17)，模型船船尾の流場

計測を行う 18), 19), 20)．本計測システムの概観図を図 4-1 に示す．マイクロバブルは気泡径のサイズが約 30µm 程度

であり，気泡上昇速度が小さく気泡の結合が発生しない特徴を有するため，トレーサとして有用である．レーザ

光源には 4W のグリーンレーザを使用し，ミラーにより光軸を変えて水中に設けたシリンドリカルレンズを通し

て鉛直上向きにレーザシートを照射する仕様としている． 

 
図 4-1 システム概観図（側面図） 

 
図 4-2 PIV計測システム設置状況（400m水槽） 
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実船波高 2m相当 実船波高 4m相当 実船波高 5m相当 

   

(a) 船尾上昇時の流場 

   
(b) 船尾下降時の流場 

図 4-3 速度ベクトルと主流方向速度の等高線図 

 
 バラスト状態の VLCC 模型船周りの流場計測を三鷹第二船舶試験水槽（400m 水槽）にて行った例を図 4-2 に

示す．計測は，実船相当船速 10.3knot の自航状態で行い，センターラインに沿った断面での解析結果を図 4-3 に

示す．波高による主流方向速度の変化を捉えることができ，船尾流場が相対運動している様子が観測できる． 
 なお，本 PIV 計測システムは当所の各水槽（実海域再現水槽，三鷹第二船舶試験水槽，三鷹第三船舶試験水槽，

動揺試験水槽，氷海船舶試験水槽）にて使用可能である． 
 

4.2 省エネ船首形状 COVE 

 実海域性能向上の取り組みの一つとして波浪中抵抗増加の低減を目指した船首形状 COVE（Concave bow shape 
Optimized in waVEs）の開発を行う 21), 22), 23)．COVE 船首は，平水中航走波形（静的水位上昇）より上方のフレー

ムラインを内方に傾斜させた形状であり，平水中性能は変えずに波浪中抵抗増加の低減を図るものである．COVE
船首の概念図を設計条件とともに図 4-4 に示す． 
 

 

 

(a) 正面図 (b) 水線面形状 

図 4-4 COVE船首概念図（設計条件：SS.9より前方を変形，設計波高 3m） 

 

 VLCC（船長 324.0m, 船幅 60.0 m, 喫水 20.5 m）模型船を対象に，原型及び COVE 形状で水槽試験を実施し波

浪中抵抗増加の低減効果を検証した．対象船の原型及び COVE 船首形状を図 4-5 に示す． 

center line

upper deck
COVE

original shape

static swell up

static swell up+1.5mstill water

waterline at 
design draught

water line at 1.5m
above the static 
swell up line

about S.S.9
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 水槽試験は，当所の実海域再現水槽（長さ 80m, 幅 40m, 水深 4.5m, 全周分割式フラップ型吸収式造波機）で

行った．向波，斜向波，横波の規則波中抵抗増加の試験結果を図 4-6 に示す．図中の実線は VESTA による計算結

果である．水面上形状により，短波長域での速度影響係数が異なるためこれを水槽試験で取得し，それを VESTA
計算に使用し規則波中抵抗増加を推定している． 
 これから COVE 船首による波浪中抵抗増加の低減は，向波短波長域で最も高く約 40%であることが分かる． 

 

 
(a) 原型船首 

 

 
(b) COVE船首 

図 4-5 対象船の船首形状 

 

 
(a) 向波（0度） 

 
(b) 斜向波（45度） 

 
(c) 横波（90度） 

 
  

図 4-6 波浪中抵抗増加の周波数応答（Fr=0.139） 

 

 

5. SEEMP改善手法の研究 

 
 船舶運航からの GHG 排出量及び燃料消費量の削減を図るため，VESTA を用いた実船モニタリングデータの解

析により，燃料消費量増加の要因分析が可能である．また，シミュレーションにより，実際に遭遇しなかった状

況での運航評価も可能である． 
 
5.1 実船データ解析手法 

 実運航シミュレーションは物理モデルベースの実海域性能推定法 VESTA により実施する．評価に必要となる

平水中のパワーカーブは実船モニタリングデータより平水中に相当する対水船速，主機回転数と主機出力を抽出

し，それらのデータからカーブフィッティングする．主機出力は対水船速及び主機回転数のおよそ 3 乗に比例す
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ることから(5-1), (5-2)式に示す累乗近似を行う．この累乗近似により高速域から低速域まで滑らかに表現すること

が可能である．ここで，BHP は主機出力，V は対水船速，NEは主機回転数であり，av, an, bv, bn, cv, cnはそれぞれ

定数である． 
 

  v
b

v cVaBHP v +=       (5-1) 

  n
b

En cNaBHP n +=      (5-2) 

 
 実海域中では波や風による外力を VESTA で推定し，抵抗・推力一致法で実海域中のパワーカーブを求める．

遭遇気象海象及び主機回転数（主機出力一定制御の場合は主機出力が入力）を入力に，主機作動特性を用いて速

力や燃費等を推定する 24). この方法によるシミュレーションの精度検証がコンテナ船，自動車運搬船，バルクキャ

リアでの実船モニタリングデータにより実施されており 25), 26), 27)，約 1%の精度で燃料消費量を推定することが可

能である． 
 実運航では喫水状態が航海毎に異なるため，航海毎の比較を行う場合，アドミラルティ係数の関係を用い

て同一船速での各航海の主機出力を基準航海の値に換算する方法が通常行われる．主機出力の換算式を(5-3)
式に示す． 
 

)()(
3
2

VP
disp
dispVP i

i

R
R 








=      (5-3) 

 

ここで，P は主機出力，disp は排水量，下付添字の R は基準航海，i は各航海を表す． 
 この換算方法の精度を検討するため，バルクキャリア（船長約 330m）に対して VESTA を用いた場合の排水量

修正の影響を調べ，満載に近い状態とバラストに近い状態とで比較を行った 28)．その結果を図 5-1 に示す．ここ

で，ddisp%は(5-4)式に示す基準航海の排水量と各航海の排水量との差の割合のパーセント表示，dFPD%は(5-5)
式に示す 1 航海の合計燃料消費量のシミュレーションと実船データとの差の割合のパーセント表示を示す．FPD
は燃料消費量であり，下付添字の sim は実運航シミュレーションの推定，OB は実船モニタリング値を表す． 
 

100% ⋅
−

=
R

iR

disp
dispdispdispd      (5-4) 

100)(% ⋅
−

=
OB

OBsim

FPD
FPDFPDFPDd     (5-5) 

 

図 5-1 排水量と燃料消費量推定差の関係 28) 
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 図 5-1 から，1 航海の燃料消費量の推定精度を約 1%とするためには，アドミラルティ係数を用いた排水量修正

は，約 2%の排水量の違いとする必要があることが分かる． 
 

5.2 実運航の評価法 

 １航海の燃料消費量は運航方法によって左右される. 運航方法は船長判断に依存するため, その運航技量評価

方法が必要とされる. そこで，実際の運航で回転数の低下と増加を繰り返している区間を取り上げ，航海時間を

同じとして回転数を変化させない，すなわち平均的な回転数で運航するシナリオについて，燃料消費量の影響を

調べる 27)． 
 図 5-2 は自動車運搬船の航海データで，出港 11 日目に回転数を上げたものの，早着となるため，入港直前に回

転数を下げた運航の例（赤丸で示す）で，図 5-3 はコンテナ船の航海データで，出港 2 日目から 6 日目まで回転

数が高く，その後は回転数を落としている例である． 
 

 

(a) 主機回転数 (NE ) 

 

(b) 1日当たり燃料消費量 (FPD ) 

図 5-2 回転数変化と燃料消費量の関係（自動車運搬船）27) 

 

 

(a) 主機回転数 (NE ) 

 

(b) 1日当たり燃料消費量 (FPD ) 

図 5-3 回転数変化と燃料消費量の関係（コンテナ船）27) 

 
図 5-4 シナリオによる燃料消費量削減効果（左：自動車運搬船，右：コンテナ船） 
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 なお，図 5-2, 5-3 では主機回転数が 1 日に 1～2 回，短時間増加している状況が見られるが，これは対象船が低

速運航を行っているため，熱交換器系の煤取りのためスートブローを行い，主機の回転数を計画的に増加させて

いるものである． 
 平均的な回転数で運航するシナリオによる燃料消費量削減効果を比較し，図 5-4 に示す．これから，自動車運

搬船の場合約 2%の削減，コンテナ船の場合約 5%の削減となることが分かる． 
 
 

6. 北極海航路航行性能推定法の研究 

 
近年，北極海では海氷面積の減少とともに航路としての利用が増加している．本研究では，VESTA と氷中抵抗

増加モデルを組み合わせることにより，北極海航路を念頭に置いた実運航性能を評価する手法の開発を進めてき

た．具体的な内容は，様々な氷況に対応する氷中抵抗増加モデルの開発，実氷況データを用いた運航シミュレー

ション，及び衛星 AIS データを用いた北極海航路の実運航の分析である．また，章末には今後の展開として，北

極海航路運航支援システムの開発について言及する． 
 
6.1 氷中抵抗増加モデルの拡張 

6.1.1 Channel中抵抗増加推定モデル 

従来，氷海域を航行する船舶の抵抗推進性能は，厚さが一定で十分大きな氷盤（平坦氷）を砕氷航行する場合

を想定した指標値で通常表していた．しかし，当該航路を航行するタンカー，バルクキャリア等の一般商船の多

くは，耐氷補強を施した通常船型である．これらの船舶が平坦氷を砕氷航行することは殆どなく，むしろ先導す

る砕氷船によって啓開された水路（Channel）中を航行することが多いため，比較的小さな氷盤によって構成され

た砕け氷（氷盤群，以下 Floe ice）中における性能の評価が重要である．  
そこで，Floe ice 中における船舶の抵抗増加を推定するため，氷中抵抗の Limit Momentum モデルと Limit Stress

モデルの 2 種類を氷況に応じて用いることとする．また，Floe ice の寸法と密接度（Ice Concentration：平面内を氷

が占める割合）の 2 つのパラメータに注目し，上記 2 種類のモデルを結合することにより，小氷盤から平坦氷中

までの抵抗増加を表現可能なハイブリッド・モデルとする 29)．このモデルでは，ある寸法（径）と厚さの Floe ice
が一定の氷密接度で一様に分布する領域を想定する．この領域を航行する船舶に作用する全抵抗の平均値 RFは，

要するエネルギーが低い方のプロセスが選択的に生じると考えられることから，(6-1)式で与えられる． 
 

],Min[ LSLMF RRR =      (6-1) 

 

ここで，添え字 LM (Limit Momentum)は，船体に作用する抵抗が氷盤の運動量によって規定されることを示す． 

本研究では Limit Momentum モデルとして，船体に比べて十分小さい氷盤群中における抵抗を表現する

Kashitelijan-Poznjok-Ryblin モデル 30)（以下，KPR モデル）を用いる．一方，添え字 LS (Limit Stress)は，船体に作

用する抵抗が氷盤の破壊によって規定されることを示す．本研究では，船体に比べて十分大きい氷盤中における

抵抗を表現する Lindqvist31)によるモデルを用いる．  
 

6.1.2 氷海水槽試験データによる検証 

耐氷型商船の北極海運航では，航路上の氷況は比較的穏やかで低氷密接度であり，氷中抵抗増加推定モデルと

しては KPR モデルが適当であるケースが多いことが予想される．そこで，巡視船「そうや」模型の流氷中抵抗試

験結果 32)を用いて，KPR モデルによる channel 中抵抗増加推定精度を検証した 33)．実船及び模型船の諸元を表 6-1
に示す．模型船の縮尺比は 1/20 である．この模型試験は当所の氷海船舶試験水槽において行ったもので，氷密接

度（C）及び氷厚（h）を変えて，船速（Vm）に対応する抵抗を計測している．ここでは，同じ条件を KPR モデ

ルに与えて計算し，模型試験結果と KPR モデルによる推定結果の比較を図 6-1 に示す．図の横軸は模型船速，縦
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軸は全抵抗であり，開水中の抵抗を含む．図 6-1 より，KPR モデルによる推定結果は氷厚が小さく，かつ密接度

が低い場合は水槽試験結果と概ね良く一致する．一方，氷厚が大きく，密接度が高い場合はモデルの値がやや過

大となる．この一因として，模型試験ではモデル化されていない少エネルギーかつ局所的な氷板破壊が先に起き，

モデル化された抵抗まで高まらないためと考えられる 29)． 
 

表 6-1 巡視船「そうや」主要目 

Item Unit Full [m] Model [m] 
Length B.P. LPP M 90.2 4.5 

Breadth B M 15.6 0.78 
Draft D M 5.26 0.263 

 

 
図 6-1 模型試験結果と KPRモデルによる推定結果の比較 

 
 なお，Lindqvist モデルについて，直径 500m 以上の船体に比べて十分大きい氷盤中での抵抗を実船試験と比較

した結果 35)を図 6-2 に示す．ここで，hice は氷盤上の積雪を含む氷厚，v は船速，µは船体と氷との間の摩擦係数

である． 
 

 
図 6-2 実船試験結果と Lindqvist モデルによる推定結果の比較 35) 

 
6.2 北極海航路における運航シミュレーション 

6.2.1 対象船及び航路設定 

最近 30 年近くに亘る衛星観測によると，北極海の海氷面積は年々減少している．2013 年には夏季における海

氷面積は，衛星観測史上最低となった．これに伴い，当年北極海航路（NSR: Northern Sea Route）を通って極東ア

ジアとヨーロッパの間を航行する船舶は 70 隻を超えた．ただし，氷中航行では船速及び燃料消費量は氷況の厳し

さによって大きく変化するため，NSR の経済性は氷況によって損益が分岐すると言える． 
本研究では，NSR の経済性評価精度を向上させることを目標として，当所で開発した実運航シミュレータ

VESTA と氷中抵抗増加推定モデルを組み合わせて，北極海航路の運航シミュレーションを行う．対象船は図 6-3

○ Exp 
■ C = 7 
▲ C = 8 

○ Exp 
＊ C = 3 
▲ C = 5 

○ Exp 
■ C = 7 
▲ C = 8 
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に示す船長約 217m のパナマックスバルクキャリアである．本船の主要目は表 6-2 の通りである．他の諸元はこ

の船種に多く見られる標準的なものとし，プロペラは固定ピッチプロペラである 1 軸船を想定している．ただし，

船殻は耐氷型とし，夏季の緩やかな氷況であれば砕氷船のエスコートを受けることなく単独氷中航行が可能と仮

定する． 

対象期間は，2013 年の 9 月である．海氷分布は，JAXA の「しずく」に搭載されたマイクロ波放射計 AMSR2
による，当該期間の氷密接度データ月平均値から与えた．この氷密接度分布は，図 6-4 にカラーで示す通りであ

る．また，氷厚は 1.0m，氷盤サイズは 20m と仮定する．これらのパラメータは，INSROP プロジェクトの試験航

海における氷況観測結果 34)を参考に設定したものである． 
航路は氷況に応じて 3 種類を設定した．設定方針は (a) Shortest：高密接度でない範囲で最短，(b) Fair：低密接

度の範囲で最短，(c) Coastal：トラディショナルかつ氷を極力避航とした．図 6-4 に折れ線で示す各航路との対応

をまとめると表 6-3 の通りになる．また，航路全体の出発地は東京，目的地はロッテルダムとし，風・波等は考

慮していない． 
 

 

表 6-2 対象船の主要目（バルクキャリア） 
 

Length B.P. 217.34 m 
Breadth moulded 32.26 m 
Draft 14.0 m 
Dead weight  73,000 MT 
Engine Output (MCR) 9,070 kW 

図 6-3 対象船（バルクキャリア）  
  

 
図 6-4 NSR での氷況分布と選定航路（2013年 9月） 

 

表 6-3 選定航路概要 

Route Color Note 
(a) Shortest Red Ice concentration < 6/10 
(b) Fair Blue Ice concentration < 3/10 
(c) Coastal Green High intention to find open lead 
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6.2.2 氷中推進性能の推定 

VESTA に 6.1 節で述べた Channel 中氷抵抗増加推定モデルを組み合わせ，本船の氷中推進性能を推定する 36)．

氷密接度を変化させた場合の抵抗増加量を考慮したパワーカーブを図 6-5 に示す．図中 C は氷密接度（10 分率），

Calm は無氷かつ静水を示す．また，O.P.は主機のオペレーティングポイントである． 

 
図 6-5 氷密接度とパワーカーブの関係 

 

パワーカーブでは，氷密接度が高くなると船速を維持するためにはより大きな主機出力（BHP）を要するが，

主機 O.P.における BHP は低下する．これは，VESTA の機能により主機のトルクリミットが考慮されたためであ

る．すなわち，氷抵抗によって過負荷になり，主機回転数が制限されて出力が低下することを意味している． 
また，本船の巡航速度は 14knot を想定しているが，氷密接度が 5 を超える辺りでは，速度は 50%以上低下する

ことが分かる．船速低下は航海日数に大きく影響する．また，燃料消費量（FOC）もトータルでは日数の影響が

大きいため，氷の存在は推進性能に大きく影響を及ぼすことが分かる． 
 

6.2.3 シミュレーションによる航路の評価 

出発地を東京，目的地をロッテルダムとし，6.2.1 節に述べた条件のもとで NSR における運航シミュレーショ

ンを行う 37)．シミュレーションにおける航路長は図 6-6 の(a), (b), (c)の通りである．なお，SCR（スエズ回り航路）

を参考として付記する． 

 
図 6-6 航路長の比較 

 

当該期間では，NSR でも氷に覆われている範囲は全体の高々24%であった．従って，NSR の評価においては，

氷のない区間の運航性能評価も重要であることが分かる． 
 図 6-7 に，航路(a), (b), (c)における運航要素間の比較を示す．ただし，これらは各航路の NSR 部分についての

み抽出した比較である． 
これを見ると，(a)は最短であるにも関わらず航海日数が他と比べて多い．(a)は密接度 3 以上の海域を含むが，

そこでの氷抵抗による船速低下が日数に大きく影響していると考えられる．また，(a)では FOC も他より大きい．

これは，(a)の氷況では，短い航路長や船速の低下による FOC 削減より，日数の増加による FOC 増加が顕著であっ

たことを意味している． 
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図 6-7 NSRでの運航要素間の比較 

 

表 6-4 各運航要素について SCR（スエズ回り航路）に対する NSRの削減率 

 Length Elapsed Time FOC 
(a) Shortest 38% 25% 31% 
(b) Fair 37% 35% 35% 
(c) Coastal 36% 35% 35% 

 
また，東京からロッテルダムまでの全航路において，各運航要素について，SCR に対する NSR の削減率を表

6-4 に示す． 
航路(b), (c)のシミュレーション結果は，概ね 35%の日数（船速）及び FOC の削減が可能というものであり，氷

況がマイルドな範囲であれば，航路による差は比較的少ない．しかし，(a)については，SCR に対して優位である

ことは変わらないものの，(b), (c)と比較して若干成績が悪いことが分かる．すなわち，氷況が厳しい航路を選択

すると，前述のように，航路長が短くても航海日数や FOC に対しては逆効果になり得る． 
NSR を通航するコストには他にも多くの要素がある 38)が，トータルで見ると氷況によって損益が分岐すると言

える．また，上述の計算例を参照すると，氷況に応じた航路の選択は NSR のコスト評価に大きく影響している．

なお，ここで行った計算は多くの仮定を含んでいることを注記する． 
 

6.3 衛星 AIS データによる北極海航路実運航の分析 

6.3.1 対象データ 

氷中抵抗増加モデル及び運航シミュレーションを検証するためには，実運航データが必要不可欠である．しか

し，氷中航行船舶の絶対数は少なく，データの入手は容易ではない．衛星 AIS は，船舶の位置動静通報制度であ

る AIS（Automatic Identification System）のデータを衛星でキャッチするもので，NSR の実運航について一定の情

報源となる．今回は，exactEarth 社をデータソースとした AIS データ（供給元：IHI 社）を使用した．分析対象期

間は 2013 年の 9 月及び 10 月とし，NSR（北東航路）沿いの通航船舶から通報された CLASS A AIS POSITION 
REPORT (MESSAGES 1, 2, AND 3)と CLASS A SHIP STATIC AND VOYAGE RELATED DATA (MESSAGE 5)から実

運航に関するパラメータを抽出している． 
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表 6-5 NSR通航船舶の分類（2013年 9月から 10月） 

区 分 隻数 
NSR を通航した船舶 30 
上記のうち，NSR を完全に横断した船舶 22 
上記のうち，出発地と目的地が，Murmansk 以西と，ベーリング

海峡以東または以南であった船舶 
17 

上記のうち，商船 12 
上記のうち，アイスクラス IA あるいは Arc 4 以上を持つ船舶 8 
※NSR Information Office データを分析 
 

表 6-6 NSR通航船（Ice-1A）の主要目（2013年 9月から 10月） 

Ship ID Ice Class Type L B D/W Remarks 
A Ice-1A Tanker 250 44 74,559  
B Ice-1A Tanker 229 32 74,997  
C Ice-1A Tanker 183 40 64,917  
D Ice 1A Bulker 225 32 75,603 Target 

※NSR Information Office 及び Vessel Tracker 公表データより抽出 
 

 2013 年 9 月から 10 月に北極海航路を通航したアイスクラス 1A あるいは Arc 4 以上を持つ商船の数を表 6-5 に

示す．これは，NSR Information Office が公表している Transit Statistics in 201339)を分析して求めたものである．こ

の間，北極海を横断した商船としては，約 7 割が 1A 以上という高いアイスクラスを保有していたことが分かる．

また，これらの船舶のうち衛星 AIS によって航跡が追跡でき，かつ要目が明らかな 4 隻を表 6-6 に示す．要目は，

上述の NSR Information Office の資料の他，Vessel Tracker がインターネットで公開している情報を参照して収集し

たものである．なお，便宜上各船に A から D までの ID を付与する． 
 

6.3.2 分析及びシミュレーションとの比較 

ここでは，表 6-6 に挙げた各船のうち，6.2 節で述べたバルクキャリア（モデル船と呼ぶ）と類似した要目を持

つ D 船の船速と，モデル船のシミュレーションによる船速を比較する．D 船は 2013 年 10 月に当該海域を西行し

ており，日時・位置及び船速は AIS データから，氷密接度は衛星データ（AMSR2）から抽出している．D 船の航

跡と氷密接度を図 6-8 に示す．また，モデル船に与えた氷況等の条件は 6.2 節と同様とする． 
 

 

 

図 6-8  Ship Dの航路と氷況(2013年 10月の氷密接度月平均値) 

    航路上の着色は Ship Dの船速を knotで示したもの 

図 6-9 氷密接度に対する船速低下（Ship D） 
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D 船とモデル船の氷密接度に対する船速低下を比較したものを図 6-9 に示す．図 6-9 での船速は，平水での巡

航速度の最大値を 100%とした割合で表している．モデル船も D 船も，氷密接度に概ね比例して船速が低下して

いることが分かる．この比較で現れる船速の違いの理由は，主に以下の 2 通りが考えられる． 
第一に，実運航では衛星データで捉えられない開水域を選択的に通ることである．これはモデル船に与えた

AMSR2 の分解能（10km）に起因しており，特に氷密接度が低い海域ではほとんど無氷と変わらない航走が可能

となるため，モデル船の船速低下が過大になる．第二に，砕氷船のエスコートの影響である．特に氷密接度が高

い海域ではその可能性は高い．その場合，船は砕氷船の作るチャネル内を航行することになり，船速は砕氷船の

指示によるため不定となりやすく，モデル船との単純な比較は不可能である． 
これらのことから，氷中航行性能シミュレーションの高精度化のためには，より詳細な氷況を考慮することと，

エスコートの影響を適切に評価・分離することが望まれる． 
 

6.4北極海航路運航支援システムの開発に向けて 

 北極海航路では海氷面積が減少しており，今後船舶の通航は増加すると考えられる．氷海航行には寒冷環境対

応や危険察知の面で経験が必要である一方，実運航は全体数の中では少なく，知識の獲得が難しい．従って，北

極海航路を経済的かつ安全に活用するためには，意思決定支援システムが必要不可欠である．そのシステムでは，

様々なデータを集約して正確に分析し，氷況の変化に伴う推進性能や安全性の変化を適切に報告することが求め

られる．すなわち，氷海航行船または氷海航路運用は高度に情報化されなくてはならない． 
 当所では，前出の氷中抵抗増加推定モデルを組み込んだ VESTA や，衛星センサ及びレーダ解析等による氷況

モニタリング，構造応答計測等を統合した北極海航路運航支援システムの開発を目指している．開発中のシステ

ムのイメージとして，北極海の海氷分布とその中に設定された航路を表示した例を図 6-10 に示す．現在は既存

データの参照による計画支援としての機能が実装されているが，今後短期的な氷況の変化を予測する技術を導入

することで，経済性や安全性を考慮した最適航路の探索が船上で可能となる． 
 

 

図 6-10 NSR航海支援システム（NMRI） 

 
 このシステムに必要な技術的課題はまだ残されているが，氷中性能推定の基礎となる氷中抵抗増加推定モデル

の改良もそのひとつである．6.3.2 節で述べたように，現在のモデルは運航支援システムで使う場合，より改善で

きる余地がある．また，モデルの定式化は最近の大型商船を対象に構築されたものではなく，その意味でもさら

なる研究が必要である．新しい船型に対する新しいモデルを構築するためには，氷海水槽試験の活用が重要な役

割を果たす．当所の氷海水槽では，図 6-11 に示す通り，パナマックスバルクキャリアのバルト海用規則に基づく

出力推定試験 40)の認証経験がある．この施設と試験技術を活用してモデルを改善し，システムの実現に結びつけ

る予定である． 
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図 6-11 バルト海用規則に基づく出力推定試験（NMRI） 

（左：流氷中試験の様子，右：Trafi（フィンランド運輸省）より取得した証書） 

 
 

7. まとめ 

 
 実運航からの GHG 排出削減，燃費削減の取り組みを進めることができるよう，実運航性能シミュレータの開

発に関する研究を行った．その成果をまとめると以下である． 
（１）実運航性能シミュレータ VESTA を開発し，船体形状・船体性能推定プログラム UNITAS とともに一般向

けに提供している． 
（２）波浪中抵抗増加の不確かさ解析を行い，当所の波浪中水槽試験の品質管理を可能とし，信頼性の高い水槽

試験の実施を可能とした． 
（３）追波中抵抗増加，波浪中自航要素の推定法の開発を行い，高度な実運航性能評価を可能とした． 
（４）実海域性能を向上させるため，COVE 船首形状の開発を行い，短波長域の波浪中抵抗増加の 40%減少を示

した．また波浪中船尾流場の可視化評価のため，マイクロバブルをトレーサに用いた PIV システムを開発

し，自航状態での波浪中船尾流場の解析を可能とした． 
（５）実運航での運航技量評価を可能とするため，実船モニタリングデータを基に VESTA で評価し，燃料消費

量 1%の精度で推定することを可能とした．運航中の指令回転数の変更を抑えることで燃料消費量削減に

なる事を示した． 
（６）アジア－欧州間の外航輸送での GHG・燃料消費量・輸送日数の大幅な削減が可能な北極海航路の利用検討

を行い，砕け氷（氷盤群）中抵抗推定法を開発し，これを基に北極海航路の航行性能推定法を開発した． 
 今後，外航船舶からの GHG 排出削減規制は第二段階に向かって進む．第二段階で実施するとしていた経済的

手法の導入には，枠組み策定をはじめとする関係国間の合意形成に時間がかかるため，まずは SEEMP 改正によ

り燃料消費実績報告制度（DCS: Data Collection System）を開始することとなった．高効率輸送への取り組みは一

層加速するが，まじめな取り組みが評価される仕組みを構築できるよう，今後とも研究開発を通じ，技術面から

支援していきたいと考えている． 
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